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民事再生手続による担保権、特約等の変更（七―完）
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本テーマの締めに当たって
　
民事再生法は、倒産法という意味では破産法と同じであるが、債務者を再生させるという目的などの違いから、
破産法とも異なる規律が設けられ、かつ、判例や裁判例においても破産法と異なる取扱いがされることがある。そこで、担保権や特約等に対して、民事再生手続において破産手続と異なる取扱いが されるのかどうかにつき関心を持った。本テーマは、これらをまとめる趣旨で取り組み、具体的には、⒜
　
再生手続開始決定後に代金取立委任手形を取り立てた銀行による弁済充当をできないとした裁判例
⒝
　
いわゆるフルペイアウト方式のファイナンス・リース契約につき、再生手続開始の申立てがあったことを解除
事由とする旨の特約を、再生手続の趣旨・目的に反するものとして無効であるとした判例⒞
　
土地付き戸建て分譲を主たる事業とする再生債務者所有の販売用土地について、再生手続 担保権消滅許可制
度における要件を満たすとした裁判例⒟
　
債権の譲渡担保権に担保権実行手続中止命令が類推適用されるとした裁判例
⒠
　
再生手続が開始されても優先弁済権があった債権につき、保証人が代位弁済したことによって、その後は優先
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弁済的効力が認められなかった裁判例⒡
　
根抵当権の設定につき留保していたところ、再生債務者は民法一七七条の第三者に当たり設定登記手続を請求
することができないとした裁判例の六テーマを取り上げ検討することとした。　
このうち、⒜については本誌六〇巻一号で、
⒞については本誌六〇巻二号で、⒠については本誌六〇巻三号で、⒟については本誌六〇巻四号で、⒡については本誌六一巻二号で、⒝については本誌六一巻四号でそれぞれ検討させてい だいた。　
しかし、本誌掲載後、⒜および⒠について新しい最高裁判決が出るに至り、さらに、⒠については租税債権につ
き最高裁判決とは異なる結論を出すものが出てきたの これ をまとめて本稿で考察・検討することとし、 本テーマの締めとしたい。
九
　
代金取立手形に対する商事留置権と民事再生手続―その２
１．従来の裁判例の状況　
約束手形の商事留置権については、最三小判平成一〇年七月一四日（民集五二巻五号一二六一頁 判例時報一六
六三号一四〇頁、判例タイムズ九九一号一二九頁、金融法務事情一五二一号五七頁、同一五二七号六頁、金融・商
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事判例一〇四六号三頁、同一〇五七号一九頁）が破産手続開始後においても商事留置権者に取立金を留置することができるとしていたが、民事再生手続開始後においても同様に判断できるかどうかは疑問であった。実際、下級審においては、大きく分けて 次の三説に見解が分かれていた。第一説
―
取立金に留置的効力は及ばず、本件条項のような銀行取引約定は無効であると解する説（東京地判平成
二一年 月二〇日（判例時報二〇四〇号七六頁、金融法務事情一八六一号二六頁、金融・商事判例一三二五号三七頁） 、東京高判平成二一年九月九日（金融法務事情一八七九号二八頁、金融・商事判例一三二五号二八頁） 、東京地判平成二三年八月八日（金融法務事情一九 一 七頁、金融・商事判例一三七三号一四頁） ）第二説
―
取立金にも留置的効力は及ぶが、本件条項のような銀行取引約定は無効であると解する説（福井地判平
成二二年一月五日（金融法務事情一九一四号 四頁） ）第三説
―
取立金にも留置的効力が及び、本件条項のような銀行取引約定も有効であると解する説（名古屋高裁金
沢支判平 二月一五日（判例タイムズ 三五四号二四二頁、金融法務事情一九 四号三四頁） ）２．最一小判平成二三年一二月一五日の登場　
上記１のような状況下、 前掲東京高判平成二一年九月九日の上告審として、 最一小判平成二三年一二月一五日 （民
集六五巻九号三五一一頁、判例時報 一三八号三七頁、判例タイムズ一三六四号七八頁、金融法務事情一九四〇号九六頁、金融・商事判例 八 号一二頁、同 三八 号二五頁）が次のように述べて原審を破棄し自判した。　
すなわち、 「⑴留置権は、 他人の物の占有者が被担保債権の弁済を受けるまで目的物を留置することを本質的な効
力とするものであり（民法二九五条一項） 、留置権による競売（民事執行法一九五条）は、被担保債権の弁済を受けないままに目的物の留置をいつまでも継続しなければならない負担から留置権者を解放するために認められた手続
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であって、上記の留置権の本質的な効力を否定する趣旨に出たものでないことは明らかであるから、留置権者は、留置権による競売が行われた場合には、その換価金を留置することができるもの 解される。この理は 商事留置権の目的物が取立委任に係る約束手形であり、当該約束手形が取立てにより取立金に変じた場合 っても 取立金が銀行の計算上明らかになっているもの る以上、異なるところはないというべきである。　
したがって、
取立委任を受けた約束手形につき商事留置権を有する者は、当該約束手形の取立てに係る取立金を
留置することができるものと解する が相当である。　
⑵そうすると、会社から取立委任を受けた約束手形につき商事留置権を有する銀行は、同会社の再生手続開始後
に、これを取り立てた場合であっても 民事再生法五三条二項の定める別除権の行使として、その取立金を留置することができることになるから、これについては、その額が被担保債権 額を上回 もので 限 、通常、再生計画の弁済原資や再生債務者の事業原資 充てることを予定し得ないところであるといわなければならない。こことに加え、民事再生法八八条 、別除権者は当該別除権に係る担保権の被担保債権につ ては、その別除権の行使によって弁済を受けることができない債権の部分について み再生債権者としてその 利を行う とができる旨を規定し、同法九四条二項が、別除権者は別除 行使 よっ 弁済を受けるこ ができないと見込まれ 債権の額を届け出なければならない旨を規定してい ことも考慮す と、上記取立金を法定の手続によらず債務の弁済に充当できる旨 める銀行取引約定は、別除権の行使に付随する合意 して 民事再生 上も有 解するが相当である。このよう 解しても 別除権の目的である財産の受戻しの制限 担保 消滅及び弁済禁止の原則に関する民事再生法の各規定の趣旨や、経済的に窮境 あ 務者とその債権者 の間 民事上 権利関係を適切に調整し、もって当該債務者の事業又は経 生活の を図ろうとす 民事再生法の目的（同法一条）に反するものではないというべきである。
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したがって、
会社から取立委任を受けた約束手形につき商事留置権を有する銀行は、同会社の再生手続開始後の
取立てに係る取立金を、法定の手続によらず同会社の債務の弁済に充当し得る旨を定める銀行取引約定に基づき、同会社の債務の弁済に充当することができる。　
⑶以上によれば、Ｙは、本件取立金を本件条項に基づき本件当座貸越債務の弁済に充当することができるという
べきであり、Ｙによる本件取立金の利得が法律上の原因を欠くものでないことは明らかである。 」３．最判平成二三年一二月一五日後の学説・裁判例の状況　
前掲最判平成二三年一二月一五日（以下 本章では、 「本判決」という。 ）に対しては、概ね賛成する見解が多い
と思われる（岡正晶「商事留置手形の取立充当約定に対する最高裁の新判断」金融法 事情一九三七号九頁、片岡雅「商事留置手形は一件落着、次は電子記録債権？」金融 務事情一九三七号一二頁、松原功「民事再生手続開始後における商事留置手形の取立充当約定 取扱い」金融法務事情一九三七号一四頁、田路至弘＝青木晋治「民事再生手続 取立委任 にかかる商事留置権の効力」
N
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L
九六九号四頁など） 。
　
ところで、本事案は、株式会社である銀行が当事者であり商人であるため商事留置権の問題となったが、当事者
が信用金庫や信用組合などの商人でない者であった場合、実質的 商人ととらえて商事留置権を認めるのか、商人ではないため商事留置権は認められないとするのか、さらに 信用金庫や信用組合などについては、別の理論構成で取立手形やその取立金に対する権利行使を認め 否かは、 依然残された問題であり、 悩ましいものである （山本克己『約束手形の商事留置権者による再生 続開始後 取立てと弁済充当の可否』一三六頁ほか参照） 。　
したがって、理論構成としては、取立金返還債務との相殺の可能性を探る方が適切 はなかったのかという見解
も強い（中井康之「取立委任手形による取立てと 事留置権・相殺」ジュリスト一四三八号七九頁以下、伊藤眞「手
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形の商事留置権者による取立金の弁済充当」金融法務事情一九四二号三二頁、中島弘雅「取立委任手形につき商事留置権を有する銀行が、顧客についての再生手続開始決定後に同手形を取り立て 取立金を銀行が有する貸付金債権の弁済に充当 ことの可否」金融法務事情一九五三号一八頁など。なお、永石一郎「会社から を受けた約束手形につき商事留置権を有する銀行が、同会社の再生手続開始後の取立てに係る取立金を、法定の手続によらず同会社 債務の弁済に充当し得る旨を定める銀行取引約定に基づき、同会社の債務の弁済に充当することの可否」金融・商事判例一三九六号一二頁以下もこの見解に好意を持っているようである。 ） 。他方、相殺が認められる理論的理由はないとしてこれに反対する見解がある（野村剛司『会社から取立委任を受けた約束手形につき商事留置権を有する銀行が、同会社の再生手続開示後の取立てに係る取立金 銀行取引約定 基づき同会社の債務の弁済に充当することの可否』民商法雑誌一四六巻三号三二三頁、三二四頁） 。　
また、銀行取引約定を銀行に有利な解釈として展開することにいささかの抵抗があるとする見解もある（東畠敏
明「銀行の保持 留置物としての 取立金の優先回収と倒産法理についての実体法律関係（銀行取引約定書解釈）からのアプローチ（下） 」銀行法務二一第七四一号二九頁） 。　
なお、前掲東京地判平成二三年八月八日は商事留置権を否定していたが、控訴審である東京高判平成二四年三月
一四日（金融法務事情一九四三号一一九頁）は、本判決と同様の結論 採った。本判決が上記 ような判断を示し、実務上は肯定することで一応の結論が出たものと思われる。　
本判決は、商事留置権の目的物である約束手形が取立金に変じた場合であっても、銀行の計算上明らかになって
いる以上、取立金の留置を認め、被担保債権額を上回るも でない限り、取立金を法定の手続 よらず債務 弁済に充当できる旨を定める銀行取引約定は、別除 の行使に付随する合意として民事再生 上 有効であると判示して、肯定説に立つことを明確にした（松原・前掲一五頁など参照） 。約束手形 場合は、取立方 としても手形交換
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所を通じた一定の方法に限られ、商事留置権者の意図的な別の取立方法があるわけでもないし、取立額についても恣意的に変更することもできないし 債務者の別の財産との分 もきちんとでき もの ある。 たがって、本判決の射程は、商事留置権者が占有する約束手形以外の物にまでは及ばないと考えるべきであろう（田中秀幸『最高裁判所判例解説民事篇平成二三年度』七八五頁、田高寛貴『民事再生手続における商事留置権 効力と約束手形取立金の充当』判例セレクト二〇一二― ［１］二二頁参照） 。
十．優先債権の代位弁済と優先弁済的効力の承継――その２
１．はじめに　
民法五〇一条は、 「債権者に代位した者は、自己の権利に基づいて求償することができる範囲内において、債権の
効力及び担保としてその債権者が有していた一切の権利を行使することができる。 」と規定している。この規定により、代位弁済者は、債権者が持っていた原債権 行使することができ が、債務者につき法的整理手続が開始されたケースにおいて、債権者に属していた優先弁済 が、代位弁済した者 移転するかどうかについては明確な規定は置かれていない。代位弁済 は保証人であることが多く その場合には債務者に求償権を有する ころ、原債権者が優先弁済権を有していても、この求償 にまで優先弁済権が認められていない 少なくない そうすると、代位弁済者がこ を承継するかどうかは重要な問題になっ くる。　
判例では、後述するように、労働債権につき最三小判平成二三年一一月二二日（民集六五巻八号三一六五頁、判
例タイムズ一三六一号一三一頁、判例時報二一三四号六二頁、金融法務事情一九四一号一二四頁、金融・商事判例一三八〇号一二頁）が、また、共益債権につき最 小判平成 三年一一月二四日（民集六五巻八号三二一三 判
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例タイムズ一三六一号一三一頁、判例時報二一三四号六二頁、金融法務事情一九四一号一二四頁、金融・商事判例一三八〇号一二頁）があり、いずれも優先弁済権が代位弁済者に移転するとしている。　
租税債権のケースについても、上記最判と同じ考えでアプローチすると優先弁済権が認められることになるが、
租税債権については、東京地判平成一七年四月一五日（判例時報一七五四号八五頁、金融法務事情一七四五号八五頁。以下、 「①事件」という。 ）及び東京高判平成一七年六月三〇日（金融法務事情一七五二号五四頁、金融・商事判例一二二〇号二頁。以下、 「②事件」という。 ）は代位弁済した者に優先弁済権がないと判示していた。すなわち、上記二つの裁判例は、最高裁の判断と異なる。　
そのような状況下、近時、租税債権に関する二つの新たな裁判例が公刊されたので、租税債権を代位弁済した者
が優先弁済権を承継するのかどうか検討することとした 。２．前掲最判平成二三年 一月二二日　
労働債権の代位弁済につき、 代位弁済した者が 者がもっ いた優先弁済的効力を承継するかどうかについて、
従来の下級審の見解が分かれていたところ この判決は次のように判示し、代位弁済者が優先弁済的効力を承継することを認めた。　
すなわち、 「弁済による代位の制度は 者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、法の規定
により弁済によって消滅すべきはずの原債権及びその担保権を代位弁済者に移転させ 代位弁済者がその求償権の範囲内で原債権及びその担保権を行使すること 認める制度であり（最高裁昭和五六年（オ）第三五 号同五九年五月二九日第三小法廷判決・民集三八巻七号八八五頁、同昭和五八年（オ）第八八一号同六一年二月二〇日第一小法廷判決・民集四〇巻一号四二頁参照） 、 原債権を求償権を確保するための一種 担保として機能させることをその
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趣旨とするものである。
この制度趣旨に鑑みれば、求償権を実体法上行使し得る限り、これを確保するために原債
権を行使することが き、求償権の行使が倒産手続による制約を受けるとしても、当該手続における原債権の行使自体が制約されていない以上 原債権の行使が求償権と同様の制約を受けるものではないと解するのが相当である。そうであれば、弁済による代位により財団債権を取得した者は、同人が破産者に対 取得した求償権が破産債権にすぎない場合であっても、破産手続によらないで上記財団債権を行使することができるというべきであ 。このよう 解したとしても 他の破産債権者は、もともと原債権者による上記財団債権の行使を甘受せざるを得ない立場にあったのであるから、不当に不利益を被 というこ はできない。以 のことは、上記財団債権が労働債権であるとしても何ら異な ものではない。　
したがって、上告人は、破産手続によらないで本件給料債権を行使することができるというべきである。 」
　
なお、この判決には 次のとおり田原睦夫裁判官の補足意見がある。
　
「１
　
代位弁済に基づく求償権と原債権との関係に関する従前の判例法理について債権が第三者により代位弁済
がなされた場合に代位弁済者が取得 る求償権と原債権 の関係については、法廷意見 引用する二件 判例によって、 〔１〕弁済による代位の制度は、代位弁済者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、弁済よって消滅するはずの原債権及びそ 担保権を法の規定により代位弁済者に移転させるものであり、 〔２〕 代位弁済者に移転した原債権及びその担保権は、求償権を確保することを目的とす 附従的性質を有する、との判例法理が確立された。　
本件に関する求償権及び原債権と倒産手続との関係についての見解の対立は、上記判例法理をいかに解するかに
関連するものであるので、法廷意見を支持する立 から、上記の判例法理に関し 私の理解す ころを以下に述
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べる。⑴
　
「求償権を確保するため」の意義について
　
判例法理のいう「求償権を確保するため」の意義について、学説上種々の見解が説かれているが、私は、法廷意
見が述べるように、原債権を「求償権を確保するため」の一種の担保として機能させることを意味すると解するのが相当であると考える。　
代位弁済者の「求償権を確保するため」とは、 「求償権の回収を確実ならしめるため」を意味するものと解される
のであり、その実質は、原債権を求償権者に法律上当然に移転させることによって、原債権をして求償権に対する担保的機能を果たさせようとす ものであると言える。　
その担保的機能としてどのような内容を有しているかについて、上記判例法理を踏まえた で、原債権の保証や
時効と求償権との関係等個別の論点について論じられてきた支配的見解を基に考察すると、原債権の移転によ 担保的機能 は、求償権確保のために原債権が譲渡担保の目的として求償権者に移転したのと同様の関係に立つと解するのが、両債権の関係を説明する上で最も理解しやすいと考えられる。　
以下、そのような理解を前提に、求償権と原債権との主な関係についてみてみる。
ア
　
求償権と原債権とは別個の債権である。それゆえ、 と原債権とは以下 ような関係になる。
〔１〕
原債権自体が求償権者に移転するのであるから、原債権それ自体の有する性質は、求償権者に移転すること
によって変化することはない。すなわち、原債権が一般の先取特権等優先 のある債 や、他の債権 後れてのみ行使が認められる劣後債権である きは、原債権 求償権者に移転しても、その債権の性質が変化することはなく、求償権者は原債権の性質に従って原債権を行使することになる（なお、租税債権のごとく、弁済による代位自体がその債権の性質上生じない場合は別 。
） 。
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〔２〕求償権と原債権とは、それぞれ別個に時効が進行する。〔３〕求償権者が原債権を行使する場合、債務者は原債権に対する抗弁を主張することができる。（以下、省略）３．前掲最判平成二三年一一月二四日　
共益債権を代位弁済した者が優先弁済的効力を承継するかどうかについても、従来の下級審の見解が分かれてい
たところ、この判決は次のように判示し、代位弁済者に優先弁済的効力の承継を認めた。　
すなわち、 「弁済による代位の制度は、代位弁済者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、法の規定
により弁済によって消滅すべきはずの債 の債務者に対する債権（以下「原債権」という。 ）及びその担保権を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がその の範囲内で原債権及びその担保権を行使することを認める制度であり（最高裁昭和五六年（オ）第三五一号同五九 五月二九日第三小法廷判決・民集三八巻七号八八五頁、同昭和五八年（オ）第八八一号同六一年二月二〇日第一小法廷 決・民集四〇巻一号四二頁参照） 、原債権を求償権を確保するための一種の担保として機能させることをその趣旨とするものである。
この制度趣旨に鑑みれば、弁済による代
位により民事再生法上の共益債権を取得した者は、同人が再生債務者に対して取得した求償権が再生債権にすぎない場合であっても、 再生手続 よらないで上記共益債権を行使 ことができるというべきであり、 再生計画 よって上記求償権の額や弁済期が変更されることがあるとしても 上記共益 を行使する限度では再生計画 よる上記求償権の権利の変更の効力は及ばないと解 れる（民事再生法一七七条二項参照） 。
以上のように解したとして
も、他の再生債 者は、もともと原債権 上記共益債権の行使 甘受せざるを得ない立場にあった であるから、不当に不利益を被 というこ はできない。 」
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〈小
　
括〉
　
以上のように、労働債権及び共益債権については、代位弁済した者が優先権を承継することが最高裁で認められ
た。しかし、租税債権については、下級審裁判例ではあるが、二例とも、代位弁済した者に優先権を認めていなかったうえ、近時、新たに二つの裁判例が公刊されたので、これを含めて以下に検討したい。４．前掲東京地判平成一七年四月一五日（①事件）　
この判決は、次のように判示している。
　
すなわち、 「⑴
再生会社に対する租税債権が、 国税徴収法八条又は地方税法一四条及び民事再生法一二二条一項に
より一般優先債権とされる趣旨は 租税は、国家存立の財政的基盤であることから、再生会社 対する租税債権を債権者平等原則の例外である一般優先債権であるとして、随時の弁済を受けられるものとすること よって、租税収入の確保を図るという点に ものと解される。とすれば 原告 東京税関に対す 本件代位弁済により、東京税関において、その租税収入の確保を図ることができた以上、租税債権を一般優先債権とした趣旨は既に達成されており、それ以上になおも本件代位債権 、一般優先債権として扱う必要性は、もはやない いわざるを得ない
。
　
したがって、原告は、本件代位弁済によって、一般優先債権であ 本件租税債権に、一般優先債権として代位す
ることはできない。　
⑵原告は、本件代位弁済は、被告による の依頼に基づくも であること等からすれば、被告が、本件代位債
権は再生債権である旨主張して、本件代位債権全額の支払を拒否すること 信義則に反し 権利濫用である旨主張する。　
しかし、本件代位債権が一般優先債権であるか否かは 再生債権者である原告と、他の再生債権者との関係にお
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いて、債権者平等原則の例外を認めるべきか否かという観点から判断されるべきであり、原告と、再生債務者である被告との関係において、信義則違反や権利濫用があるか否かという観点から判断されるべき問題ではない。　
そこで検討するに、仮に、原告の上記主張どおりの事実関係が、これと同旨の記載ある（証拠省略）によって認
められるとしても、これらの事実関係をもって、本件代位債権につき、債権者平等原則の例外を認め、一般優先債権とするべきであるということはできない。 」５．前掲東京高判平成一七年六月三〇日（②事件）　
この判決も、次のように述べて、租税債権 ついては、代位弁済した者が優先権を承継しない 判示している。
すなわち、 「２
　
Ａ請求について
　
⑴Ａ請求は、控訴人が保証債務の履行として破産会社の関税等を支払ったことにより本件租税債権を民法五〇一
条の弁済による代位によって取得した 、本件租税債権は平成一六年法律第七五号附則第二条により廃止された破産法（以下「旧破産法」という。 ）四七条二項の財団 に当たるとして、被控訴人に対し本件租税 の支払を求めるものである。　
⑵そこで、代位による弁済によって取得したとされる本件 が旧破産法四七条二号にいう「国税徴収法又
ハ国税徴収ノ例ニ依リ徴収スルコトヲ得ヘキ請求権」に当たるか否か つ 検討する。　
旧破産法四七条が財団債権として一号から九号までを列挙し、その二号で「国税徴収 又ハ国税徴収ノ例ニ依リ
徴収スルコトヲ得ヘキ請求権」を掲げている趣旨は、租税が国又は地方公共 体 存立及び活動の財政的な基盤となり、 高度の公共性を有することから、 租税を公平、 確実に徴収すべきであるという公益的な要請によるものであって、専ら国又は地方公共団体の租税債権ゆえに旧破産法の手続上付与された優先的な効力である。旧破産 等倒産
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手続法上付与された優先的な効力は、租税債権の内在的なものとして保有する固有の権利内容ではなく、各倒産手続法の立 政策上の判断によって創設的に付与されたものと解すべきである。そうすると、以上のよう 同項の趣旨に照らすと、私人が民法五〇一条の代位による弁済によって租税債権を取得した場合には、もはや当該私人にまで租税債権としての優先的な効力を付与すべき理由がなくなる。　
また、そもそも、民法四九九条、五〇〇条、五〇一条の弁済による代位の制度は、代位弁済者の債務者に対する
求償権を確保するこ を目的として、弁済によって消滅するはずの債権者の債務者に対する債権（以下「原債権」という。 ）及びその担保権を代位弁済者に移転させ、代位弁済者がそ 求償権を有する限度でその原債権及びその担保権を行使することを認めるものである。そ ゆえ、代位弁済者が代位取得した原債権と求償権とは、別異の債権ではあるが、代位弁済者に移転した原債権は、求償権 確保 ることを目的として存 する附従的な性質を有し、求償権の存在やその効力と独立してそ 行使が認められるものではない。　
Ａ請求は、代位弁済者である控訴人が原債権である本件租税債権を行使して訴訟においてその給付命令を請求す
るものであるが、それによって確保され べき求償権は、本件支払承諾１及び２に基づく控訴人の破産会社 して有する優先性のない事後求償権であり、破産宣告がされている場合は 破産債権としてしか行使できない抗弁が附着したものである。そうすると、控訴人が民法五〇一条の弁済による代位 取得 たと主張する本件租税債権も、破産債権 求償権の限度でのみ効力 れば足りるものであ 。　
以上のとおりであるから、
控訴人は代位弁済によって本件租税債権を債権として行使し請求する地位を取得した
が、その債権自体は、旧破産法四七条二号の「国税徴収法又ハ国税徴収ノ例ニ依リ徴収スルコトヲ ヘキ請求権」に当たらず、一般の破産債権に当たるものである。 うする 本件租税債権は、破産手続によらずにこれを行使することができず（旧破産法一六条） 、本件租税債権について給付の訴えを提起す ことができないというべきである。
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⑶したがって、控訴人のＡ請求に係る訴えは不適法であって却下を免れない。
３
　
Ｂ請求について
　
⑴Ｂ請求は、破産会社が再生手続開始後 控訴人が破産会社の関税等を支払い、これによって破産会社は本件租
税債権の債務を免れるという利得を得たから、民事再生法一一九条六号の不当利得返還請求権に当たり、その後破産会社が破産宣告 受け に至ったことにより上記不当利得返還請求権は旧破産法上の財団債権となっ として、被控訴人に対し不当利得返還請求権に基づき不当利得金の支払を求めるものである。　
⑵そこで、控訴人の主張する不当利得返還請求権が民事再生法一一九条六号の不当利得返還請求権に当たるか否
かについて検討する。ア
　
民事再生法一一九条が、共益債権とされる請求権を一号から七号まで列挙し、その六号で「不当利得により再
生手続開始後に再生債務者に対して生じた請求権」を掲げている趣旨は、それが再生手続開始後に生じた、再生務者のために支出すべきやむを得ない費用の請求権であ て（同条七号参照） 、再生債権者全体の利益に資するものであることから、衡平の観点から共益債権として扱うこ にし ものである。以上のような同条六号の趣旨に照らせば、不当利得返還請求権として構成する余地のあるものでも、不当利得の損失者と再生債権者全体と 衡平を害するものは、同号に当たらないものと解 べきである。　
しかるところ、控訴人は、破産会社との間の本件支払承諾１及び２に基づく本件保証契約１及び２の履行として
関税等を支払ったことにより、破産会社に対する事後求償権を取得しているところ、この事後求償権は である。しかるに、
控訴人による関税等の支払が再生手続開始後にされたからといって、民事再生法一一九条六号の
不当利得返還請求権に該当す になれば、控訴人は、 について再生債権者にすぎないのに 後求償権と同一の事実関係から生ずる不当利得返還請求権については共益債権として再生手続 よらないで随時弁済を
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受けることができることになる。しかし、これは、再生債権にすぎない事後求償権に必要以上の効力を与える結果となり、控訴人と再生債権者全体との衡平を害するものであるから、控訴人の主張する不当利得返還請求権は、民事再生法一一九条六号に当たらないというべきであり、そ 後破産会社が破産宣告を受けたことにより旧破産法上の財団債権となることもないと解すべきである。イ
　
控訴人は、この点について、 〔１〕主債務者である破産会社は、法律上主債務を弁済することに何ら障害がない
場合には、当然にこれを履行すべきであるの 、故意に本件租税債権を支払わなかったのであって、控訴人との委託の趣旨 反し、委任契約における信義則に反するこ 、 〔２〕破産会社は、本件租税債権を支払うことができるのにあえて弁済を怠ったこ を挙げ 。　
しかしながら、民事再生法一一九条六号の「不当利得返還請求権」に当たるか否かは、不当利得の損失者と再生
債権者全体との衡平の観点から判断すべきところ、控訴人の関税等の支払により本件支払承諾１及び２に基づいて控訴人の破産会社に対する事後求償権が発生しており この事後求償権と同一の事実関係から生ずる不当利得返還請求権が同号に当たることを認めると、かえって控訴人と再生債権者全体と 衡平を害するものであることは前示のとおりである。したがっ 、上記〔１〕 、 〔２〕の主張 、そ とおりであるとしても、同号 不当利得返還請求権に該当する理由にならない。　
しかも、破産会社は、原判決の別紙記載の各税関に対する各関税等の法定納期限が、上記別紙保証履行日（法定
納期限）欄記載の各法定納期限の日付けであ ことを認識しており、再生手続開始 、本件における関税等をうことができる程度 現金及び預金を保有していた う わせ 事情が存在す ものの、破産会社は当時再生手続中であり、そ 後破産宣告を受けてい は前記認定のとおりである。これら 情に照らせば、再生手続中である破産会社の事業資金は関税等を支払っても十分 確保されていたとは認めら ず、上記〔１〕や〔２〕
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のように評価すべきものともいえない。　
⑶そして、控訴人が上記支払をした後である平成一六年四月二一日に破産会社が破産宣告を受け、被控訴人が破
産管財人に選任されたのであるから、控訴人の主張する不当利得返還請求権は、それが成立するとしても破産債権であって、破産手続によることなく、破産管財 である被控訴人に対し上記不当利得返還請求権に係る訴えを提起することはできないというべきである。　
⑷したがって、控訴人のＢ請求に係る訴えは不適法であって却下を免れない。 」
６．東京地判平成二七年一一月一二日（金融法務事情二〇四七号一〇六頁、金融・商事判例一四八二号五〇頁。以下、 「③事件」という。 ）〈事案の概要〉⑴
　
当事者等
ア
　
Ｘは、経営コンサルティング、経理・総務事務の受託・代行業務等を行う株式会社である。
イ
　
ア破産者Ｂは、株式会社Ａの代表取締役であったが、平成二一年四月二一日、Ａ社が破産手続開始決定を受け
たことに伴い、Ｂの債権者から破産手続開始申立てがされ、平成二一年六月四日 破産手続開始決定を受けた。　
イＹは、同日、Ｂの破産管財人に選任された。
⑵
　
Ｘは、平成二六年四月三日、ＸがＢに代わりＸが国に対して負担する租税債務を第三者弁済し、Ｂに対して求
償権を取得するとともに、国がＢに対して有する租税債権について、弁済 代位が生じたとして、同債権（破産法一四八条一項三号に当たる財団債権に係る部分を除く。 ）について、Ｙ 対して、合計一二億〇六〇七万八二五五円の優先的破産債権が存在すること 確認を求めた。
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⑶
　
Ｙは、平成二七年三月一一日の時点で、本件破産手続においては破産債権について配当の見込みが立っていな
いとして、Ｂに対する債権調査は行っていない。〈判旨の概要〉　
第一審である本判決は、次のように述べてＸの本件確認の訴えは不適法であるからとして、請求を却下した。
　
すなわち、 「１
　
争点⑴ア（破産法一〇〇条一項の権利行使該当性）について
⑴
　
破産法は、債権者その他の利害関係人の利害及び債務者と債権者との間の権利関係を適切に調整し、もっ 債
務者の財産等の適正かつ公平な清算を図るとともに、債務者につ て経済生活の再生の機会の確保を図ることを目的とし（破産法一条） 、破産法一〇〇条一項は、基準時である破産手続開始時の債務者 総資産と総負債を破産管財人により清算し、債務者の財産等の適正かつ公平な清算を図るという上記破産制度の目的を実現するため、破産債権者による個別的権利行使を抑止し、破産財団からの配当に権利の実現を委ねるべく、破産手続外での権利行使を禁止した規定であると解される。　
そうすると、破産債権の行使については、法律に特別な定めがある場合を除き、当該債権 満足を求めるすべて
の法律上及び事実上の行為は破産手続によらずにすることはできないのであり、債務名義に基づく強制執行や保全執行 みならず、給付訴訟や積極的確認訴訟も破 債権の行使として許されないというべきである。⑵
　
ア
　
Ｘは、破産法一〇〇条一項の趣旨は、破産債権者による抜け駆け的な権利行使を禁止し、集団的な財産清
算という破産手続の目的を達成させる点にあり、同 が本来的に禁じ いる は、破産者 財産に対す 強 執行である 解され、本件 ような確認訴訟は禁止されない旨主張する。　
しかしながら、破産手続において、破産管財人は、破産手続開始決定があった後破産債権者から届出があった
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権の額・発生原因を調査して認否書を作成した上裁判所に提出するところ（破産法一二一条一項、破産規則四三条一項） 、かかる調査においては他の債権者が異議を述べることができ （破産法一二一条 項、破産規則三九条一項） 。そして、かかる異議等が述べられた債権者は、異議等を述べた他の債権者全員を相手方として破産裁判所に破産債権査定の申立てをすることができ（破産法一二五条一項） 、さらに、かかる申立てに対する破産裁判所による破産債権の査定決定に不服があ 場合には、異議等を述べた債権者が不服のあると は査定の対象となった破産債権を有する債権者を相手 査定の対象 なった破産債権 有する債権者が不服のあるときは異議等を述べた他の債権者全員を相手に、それぞれ破産債権査定異議の訴えを提起することができる（破産法一二六条一項、四項） 。　
かかる手続が定められていることに照らすと、
破産手続における破産債権の確定に当たっては、 他の債権者にとっ
て別の債 の破産債権の存否や額、種別が自らの配当 有無及び程度に大きく影響されること ら、 債権者には債権者間に適切な利害調整をさせるべく他の破産債権者の届出債権についても異議申立権が認められており、破産手続外で破産管財人のみを被告として破産債権 存在確認の訴えを提起し、既判力 もってそ 存在が確定されてしまうということは、他 者にかかる異議申立 を行使し、破産管財人の意向にかかわらず 債権の存在を争うことのできる機会を失わせ、 務 の財産等の適正 つ公平 清算を図る上で不可欠な債権者間 適切な利害調整機能が阻害され になる。　
したがって、破産債権についてその存否や額、種別の確認を求める訴訟を提起することは、破産法一〇〇条一項
で禁止されている権利行使というべきである
から、Ｘの上記主張は採用できない。
イ
　
ア
　
Ｘは、破産手続外での権利行使が禁止されているのは、破産法が簡易・迅速な債権確定手続を設け、殊更
に破産手続外での破産債権の強制執行などを認める必要がないこ を前提としてい ところ 本件ではそ 前提を欠く以上、破産手続外での権利行使が認められる旨主張する。
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しかしながら、上記のとおり、
破産法一〇〇条一項の趣旨からすれば、破産管財人は、迅速に債権確定手続を実
施することが望ましいものの、かかる利益が破産財団からの配当が適切にされるという利益を上回るとはいえず、同条項が破産債権者に対し迅速に債権確定手続 される利益を積極的に付与したもの は認められない。
また、破
産法は、債権確定手続において 、当該債権の確定に異議や不服がある場合には、査定 申立て、査定異議の訴えを提起すること できるのであるから 簡易な手続を前提にしているとも認められない。そうすると 破産手続外で権利行使を禁止する理由は、必ずしも破産法が簡易、迅速な債権確定手続を設けているからとはいえない。イ
　
また、Ｘは、本件確認の訴えに係る破産債権が査定決定を経て、いずれは査定異議の訴えを提起せざるをえな
くなるから先行して確認の訴えを提起することは 一〇〇条一項の趣旨に沿う であり、かかる訴えが認められないことは裁判を受ける権利を侵害する旨主張する。　
しかしながら、上記のとおり、
破産手続外で積極的確認訴訟を提起することを認めることは、他の債権者が異議
申立権を行使する機会を失わせ、債務者の財 等 適正かつ公平な清算を図る上で不可欠な債権者間の適切 利害調整機能を阻害することになるから 破産法一〇〇条一項の趣旨に反することは明らかであり、破産手続に従って債権の行使をすることが認め れている以上、裁判 受ける権利を侵害するともいえない。ウ
　
したがって、Ｘの上記主張はいずれも理由がない。
ウ
　
Ｘは、本件確認の訴えは、Ｙが破産者について債権届出期間及び債権調査期間を定めるように対応せ 、かか
る状況が破産手続開始決定から長期間にわたり継続していることから、Ｘが確実に消滅時効 中断する上で必要がある旨主張する。　
しかしながら、裁判所は、破産財団をもって破産手続 費用を支弁するのに不足するおそれがあると認めるとき
は、破産手続開始の決定と同時に破産債権の届出をすべき期間を定めないこともでき であり（破産法三一条一
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項、二項） 、その場合には、
破産債権の届出をすること自体は可能であり、その届出をしたときは消滅時効中断の効
力を生じると解される。
そうすると、本件破産手続との関係において、Ｘが本件確認の訴えを提起することで消滅
時効を中断す 必要は乏しい。　
したがって、Ｘの上記主張は理由がない。
⑶
　
以上によれば、
本件確認の訴えは、破産手続によらなければ行使することができない破産債権の行使に当たる
ので、破産法一〇〇条一項に反する不適法な訴えというべきである。２
　
よって、本件確認の訴えは、不適法であるから、その余の点を判断するまでもなくこれを却下することとし、
主文のとおり判決する。 」〈小
　
括〉
　
以上のように、③事件判決は、破産債権は破産手続内で行うべきものであり、破産手続外で優先権があることに
つき確認訴訟を行うことは きないと判示している。　
この点についての学説を見ると、
⒜
　
給付訴訟の提起は破産法一〇〇条一項で禁止される権利行使には含まれないと解したうえ、訴えの利益の有無
の判断によって対応する余地がある する見解（竹下守夫編集代表『大コンメンタール破産法』四一九頁［堂薗幹一郎］参照） 、⒝
　
破産手続の目的を実現するためには、破産債権者による個別的権利行使を抑止し、破産財団を基礎とした破産
配当にその権利を委ねることが求められると ろ、破産法一〇〇条一項はその趣旨を明らかにしたものであり、積極的確認訴訟を提起することも破産債権の行使 みなされると 見解（伊藤眞＝岡正晶ほか『条解破産法（第二
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版） 』七四二頁、七四三頁。山本克己＝小久保孝雄＝中井康之編『新基本法コンメンタール破産法』二二八頁［田頭章一］も同旨と思われる。 ）に大きく分かれるが、ｂが通説である。この判決も通説的見解にしたがったものである。７．東京地判平成二七年一一月二六日（金融・商事判例一四八二号五七頁。以下、 「④事件」という。 ）〈事案の概要〉⑴
　
当事者等
ア
　
原告ら
　
原告は、株式会社
X1（旧商号は、株式会社Ｂ） 、株式会社
X2、及び株式会社
X3の三社である。このうち、
X2は、訴
訟提起当初原告であった株式会社Ｃを、平成二七年 月一日、
X2が吸収合併し、本件訴訟を承継した。また、
X3は、
株式会社Ｄが、平成二〇年一〇月三一日に 株式会社Ｅに商号変更し、平成二四年九月一日に
X3がＥを吸収合併し
たものであった。イ
　
被告など
　
ア
　
破産者Ａは、平成二一年六月四日、破産手続開始決定を受けた。
　
イ
　
Ｙは、同日、Ａの破産管財人に選任された。
⑵
　
平成一五年分の申告所得税に関する課税処分
　
渋谷税務署長は、平成二〇年九月三〇日 Ａに対して平成一五年分の所得税について、本税九三九七万五八〇〇
円、重加算税三二八七万五五〇〇円、納期限 とする旨の更正決定をした。⑶
　
平成一六年分の申告所得税に関する課税処分
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渋谷税務署長は、平成二〇年九月三〇日、Ａに対して平成一六年分の所得税について、本税一億四五〇五万一四
〇〇円、重加算税五〇七五万三五〇〇円、納期限平成二〇年一〇月三一日とする旨の更正決定をした。⑷
　
平成一七年分の申告所得税に関する課税処分
　
渋谷税務署長は、平成二〇年九月三〇日、Ａに対して平成一七年分の所得税について、本税九五一〇万五一〇〇
円、重加算税三三二七万一〇〇〇円、納期限平成二〇年一〇月三一日とする旨の更正決定をした。⑸
　
平成一八年分の申告所得税に関する課税処分
　
渋谷税務署長は、平成二〇年九月三〇日 Ａに対して平成一八年分の所得税について、本税八億五〇二八万六三
〇〇円、重加算税二億九七五八万四〇〇〇円、納期限平成二 年一〇月三一日とする旨の更正決定をした。⑹
　
X1による抵当権の設定及び実行
　
X1は、平成二一年一月三〇日、国との間で、Ａの国に対する所得税、住民税等（納期限が平成二〇年九月三〇日
のもの。 ）の支払を担保するため、
X1が所有する本件不動産１及び本件不動産２について、抵当権設定契約（以下
「本件抵当権設定契約１」という。 ）を締結し登記を経由した。　
国は、同年六月一七日、本件抵当権設定契約１に基づいて、本件不動産１及び２の抵当権を実行し、本件不動産
１については平成二四年六月一一日に公売され 東京国税局に一一四万六六〇〇円、東京国税局長に一億九〇八五万三四〇〇円の各配当があり、本件不動産２については平成二五年五月一四日に公売され、東京国税局 合計七二万九七五〇円、東京国税局長に合計五億七四四八万五九三九円の各配当があり 全合計七億 七一九万五九二八円の配当を得た。⑺
　
X2による抵当権の設定及び実行
　
X2は、平成二一年一月三〇日、国との間で、Ａのために、Ａの国に対する租税債務（納期限が平成二〇年九月三
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〇日のもの。 ）の支払を担保するため、
X2が所有する本件不動産３及び本件不動産４について、抵当権設定契約（以
下「本件抵当権設定契約２」という。 ）を締結し、登記を経由した。　
国は、同年六月一七日、本件抵当権設定契約２に基づいて、本件不動産３及び４について抵当権を実行し、本件
不動産３については平成二四年一〇月九日に公売され、東京国税局長に五億九一一一万一一一一円の配当があり、本件 ４ 五 五月一四 に三一万 二〇〇円、東京国税局長に三九七〇万〇五六一円の各配当があり、合計六億三一一三万〇八七二円の配当 得た。⑻
　
以上のような状況下、Ｘらが、Ａが国に対して負担する租税債務を第三者弁済するなどし、Ａに対して求償権
を取得するとともに、国がＡに対して有する租税債権のうち破産法一四八条一項三号に該当する財団債権について弁済による代位が生じたとして、Ａの破産管財人であるＹに対し、
X1は合計七億二七一九万五九二八円及びこれに
対する遅延損害金の支払い、
X2は合計六億三一一三万〇八七二円及びこれに対する遅延損害金の支払い、
X3は合計
一三億六八一八万二二一六円及びこれ 対する遅延損害金 いを、それぞれ求めて訴訟を提起した。　
なお、
X3の請求内容は、本論文の争点とは関係ないので割愛させていただく。
〈判旨の概要〉　
第一審である本判決は、次のように述べてＸの請求を却下した。
　
すなわち、 「３
　
争点⑵（租税債権への代位の可否）について
⑴
　
事実経過等によれば、Ｘらは、Ａに代わって国に対してＡの国に対する租税債務の支払をし、民法三七二条及
び三五一条に基づき、Ａに対して求償権を取得するに至ったことが認められる。⑵
　
Ｘらは、租税債権について代位弁済を行った場合には民法上の原則どおり原債権たる租税債権は代位弁済者で
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あるＸらに移転する旨主張するから、かかる点について以下検討する。ア
　
弁済による代位（民法五〇〇条）は、弁済者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、債権者の債
務者に対す 債権（以下「原債権」という。 ）及びその担保権を弁済者に移転させるものであるが（最高裁昭和五五年（オ）第三五一号同五九年五月二九日第三小法廷判決・民集三八巻七号八八五頁） 、債権 性質上譲渡することが許されない債権については、弁済による代位が否定されることになるというべきである（民法四六六条一項ただし書参照） 。　
ところで、
租税債権は課税要件を満たす事実関係が存在する場合に発生する法定債権であるが（国税通則法一五
条） 、その具体的 税額の確定については、納税義務者の申告によ ほか税務署長による更正処分、決定処分、賦課処分などの行政処分によるべき場合があること（同法二四条、二五条） 、納税義務者が納期限ま 納付しない場合、租税義務 履行を実現す には裁判手続によるのではなく行政処分として財産の差押えをし（国税徴収法四七条一項） 、公売に付し（同法九四条一項）換価手続をしなければならず、私法上の債権 よう 債権自体の譲渡による換価は認められていない。また、租 は、税負担の公平の観点か 、租税の減免、不徴収、和解をすることも認められていないと う私法上の債権とは異な 特色がある。これらの性質に照らすと、租 債権は、公法上の債権として、私人間でこれを直接行使するこ が予定されて ないというべきである。　
そうすると、
租税債権は、当事者の意思が尊重される私人間の債権債務関係と同様に論ずることはできず、権利
の性質上、私人に対する譲渡が許さ ない債権であ と解するの 相当である
（大審院明治三七年（オ）第五一八
号同年一二月八日判決・民禄一〇輯一五六四頁） 。イ
　
Ｘらは、 租税債権の優先性は債権自体の性質から導かれるものであって債権者の属性によるもので ないこと、
租税債権の代位弁済者による財団債権の行使を否定することは破産債権者 思わぬ利益を与えることになり公平性
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を欠くなどと主張する。　
しかしながら、上記判示のとおり、租税債権の性質を考えるに当たっては、租税債権の発生原因や徴収手続が密
接に関連するのであって、そのうち租税債権の優先性が債権の性質から導かれるとしても、直ちに代位の可否の判断を左右するものではない。また、
財団債権の行使が否定されることによる租税債権の代位弁済者の不利益は、債
権の性質上代位ができない以上、やむを得ないといわざるを得ず、租税債権の弁済によ 消滅により破産債権者に対する弁済率が上が ことになったとしても、そもそも弁済者は、求償権に基づく破産債権者としての地位しか得ていないのであるから、弁済者が財団債権を行使できないことにより破産債 者に生じた利益が不当なも ともいえない。　
したがって、Ｘらの上記主張はいずれも理由がない。
ウ
　
Ｘらは、国税通則法四一条二項に照らして、抵当権は被担保債権に付随するという性質を有する以上、被担保
債権なくして存在しえないから、租税債権は弁済による代位によって代位弁済者に移転する旨主張する。　
しかしながら、 国税通則法四一条二項は、 「国税の納付について正当な利益を有する第三者又は国税を納付すべき
者の同意を得た第三者が国税を納付すべき者に代わってこれを納付 た場合にお て、その国税を担保するため抵当権が設定されているときは、これら 者は、その納付により、その抵当権につき国に代位することができる。 」と定めていて、第三者納付をした者は租税債権について代位 はなく直接抵当権 つ 代位することができるとしている。そして、租税債権 上記アのような私人間で行使する ついてそぐわない特殊性を有しているのに、国税通則法及び国税徴収法はこの点について私人へ 移転を前提とした手当てをする規定を何ら設けておらず Ｘらも認め 自力執行権が移転しないこと すら何ら規定していな 照らす 同条項は原債権であ 租税債権がその性質どおりに私人に移転しないという前提 下、政策的配慮から抵当権についてのみ代位行使するこ
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とを認めた規定であると解される。　
したがって、Ｘらの上記主張は理由がない。
エ
　
Ｘらは当該債権のうち自力執行力を除いた部分については代位の効力が生ずる旨主張する。
　
しかしながら、国税通則法及び国税徴収法は、第三者納付によって租税債権が納付者に移転する旨の規定を設け
ていないのであり、前記ウ判示のとおり租税債権それ自体が移転するとは解されず、債権の優先性が移転する前提を欠くから、Ｘらの上記主張は理由がない。オ
　
Ｘらは、租税債権について代位の効力を認めなければ租税債権の円滑な徴収という目的は大きく阻害されると
主張する。　
確かに、租税債権の円滑な徴収という観点か は、第三者納付の場合に租税債権も移転すると解する方が望まし
いのは確かであ が、
前記判示のとおり法は、第三者納付がされた場合において、原債権である租税債権が移転し
ないという立場を採っていると解される
から、Ｘらの上記主張は立法論としては首肯できるものの現行法の枠組み
の中では採用することができな 。４
　
したがって、その余の点を判断するまでもなく、Ｘらの請求はいずれも理由がない。
　
なお、Ｙは、租税債権への代位ができないからＸらの訴えは不適法であり却下されるべきであると主張するが、
租税債権に代位できず請求債権が存在しないというのは本案の問題であって、Ｘらの訴えが不適法とはいえないから、この点についてのＹの主張は理由がない。 」〈小
　
括〉
　
この判決は、租税債権は 私法上の債権のように債権自体の譲渡による換価は認められていないし、加えて 租
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税債権には、税負担の公平の観点から、租税の減免、不徴収、和解をすることも認められていないことを述べ、そのうえで、私法上の債権とは異なる特色を有する租税債権のこれらの性質に照らすと、租税債権は、公法上の債権として、私人間でこれを直接行使することが予定されていないというべきであると判示した。つまり、租税債権は、当事者の意思が尊重される私人間の債権債務関係と同様に論ずるこ はできず、権利の性質上 私人に対する譲渡が許されない債権であると解するのが相当であり、弁済者は、求償権に基づく破産債 者 しての地位は取得ことはできても、 の性質上 弁済による代位まで認められるものではないとした。８．検
　
討
⑴
　
労働債権などに優先権の承継を認める理由
　
弁済による代位の制度は、代位弁済者が債務者に対して取得する求償権を確保するために、法の規定により弁済
によって消滅すべきはずの原債権及びその担保権を代位弁済者に移転させ 代位弁済者がその求償権の範囲内で原債権及びその担保権を行使することを認める制度であり 原債権を求償 を確保するため 一種 担保 て機能させることを 趣旨とするものである。こ 制度趣旨 鑑みれば、求償権を実体法上行使し得る限り、 を確保するために原債権を行使することが き、求償権の行使が倒産手続による制約 受けるとしても、当該手続における原債権の行使自体が制約されていない以上 原債 求償権と同様 ものではな と解するのが相当である。そうであれば、弁済による代位により財団債権を取得した者は、同人が破産者に対して取得した求償権 破産 にすぎない場合であっ も、破産手続によらない 上記財団 でき というべきである。
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⑵
　
租税債権に優先権の承継を認めない理由
　
しかし、租税債権については、上記１とは異なる考え方をすべきである。その理由としては、租税債権の代位弁
済に関わる上記四つの裁判例から次のようなものが考えられる。（Ａ―１）租税は国家等 公共団体の財政的基盤であるため優先権を付与されているものである。〈①事件〉　
租税債権が一般優先債権とされる趣旨は、租税は、国家存立の財政的基盤であることから、租税債権を債権者平
等原則の例外である一般優先債権であるとして、随時の弁済を受けられるものとすることによって、租税収入の確保を図るという点に ものと解される。〈②事件〉　
法が租税債権の優先権を与えている趣旨は、租税が国又は地方公共団体の存立及び活動の財政的な基盤となり、
高度の公共性を有することから、租税を公平、確実に徴収すべきであるという公益的な要請によるものである。倒産手続法で租税債権に優先的効力が規定されているのは、租税債権の内在的なものとして保有する固有の権利内容ではなく、各倒産手続法の立法政策上の判断によって創設的 付与されたものと解すべきである。（Ａ―２）租税収入が何らかの方法により確保された以上、もはや優先権を認める必要はない。〈①事件〉　
代位弁済により、徴収機関がその 収入 確保を図ることができた以上、租税債権を一般優先債権 した趣旨
は既に達成されているから、それ以上に代位債権を、一般優先債権とし 扱う必要性は、もはやなく る。
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〈②事件〉　
私人が民法五〇一条の代位による弁済によって租税債権を取得した場合には、もはや当該私人にまで租税債権と
しての優先的な効力を付与すべき理由がなくなる。（Ｂ）租税債権は私法上の債権と異なり、債権譲渡が認められず、私人間の行使が予定されていないものである。〈④事件―１〉　
租税債権は私法上の債権のように債権自体の譲渡による換価は認められていないし、税負担の公平の観点から、
租税の減免、不徴収、和解をすることも認められていないという私法上の債権とは異なる特色がある。これらの性質に照らすと、租税債権は、公法上の債権として、私人間でこれを直接行使するこ が予定されていないというべきである。〈④事件―２〉　
国税通則法及び国税徴収法はこの点について私人への移転を前提とした手当てをする規定を何ら設けておらず、
Ｘらも認める自力執行権が移転しないことについてすら何ら規定していないこ に照らすと、同条項 原債権である租税債権がその性 どおりに私人に移転しないと う前提の下、政策的配慮から抵当権についてのみ代位行使することを認めた規定であると解される。〈田原意見〉　
なお、租税債権のごとく、弁済による代位自体がそ 債権の性質上生じない場合は別である。
　
このほか、学説の中にも、次のような見解がある。すなわち、租税債権の第三者納付の場合におけ 抵 権の代
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位を認めた国税通則法四一条二項については、 「民法では…と規定しているが（同法五〇一条本文） 、国税の効力として国が有していた権利（例えば優先権や滞納処分の執行権）につき一般私人が代位することを認めるわけにはいかないし、人的担保についても、その執行方法が滞納処分による等の特異な内容を含むから、同様に代位が認められない。そこでそのような障害のない抵当権に限り、代位を認めることとしたものであ 」との解説がされている（志場喜徳郎ほか『国税通則法精解［平成二五年改訂］ 』四九二頁。同旨：田中二郎『租税法［新版］ 』二二五頁、榎本光宏『最高裁判所判例解説民事篇平成二三年度』七一七頁。野村剛司『 （③事件）判例批評』
T
K
C
ローライブ
ラリー新・判例解説
W
atch
倒産法№
32も同旨と思われる。 ） 。そうすると、租税債権は第三者納付した当該第三者
へ移転することにはならないことになる。（Ｃ）租税債権を代位弁済することは きるが、代位弁済者が行使すること できる は、優先権のなくなった債権についてのみとなる。〈②事件〉　
破産者の租税債権を代位弁済した者は、租税債権を債権として行使し請求する地位を取得するが、その債権自体
は、一般の破産債権に当たるものである。そうすると 本件租税債権は、破産手続によらずにこれを行使す ことができない。〈④事件〉　
財団債権の行使が否定されることによる租税債権の代位弁済者の不利益は、債権の性質上代位ができない以上、
やむを得ないといわざるを得ず、租税債権の弁済による消滅により破産債権者に対する 率 上がることになったとしても、そもそも弁済者は、求償 基づく破産債権者としての地位しか得ていないのであるから、弁済者が
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財団債権を行使できないことにより破産債権者に生じた利益が不当なものともいえない。（Ｄ）破産債権の行使については、法律に特別な定めがある場合を除き、 該債権の満足を求めるすべての法律上及び事実上の行為は破産手続によらずにすることはできない。〈③事件〉　
破産法は、債権者その他の利害関係人の利害及び債務者と債権者との間の権利関係を適切に調整し、もって債務
者の財産等の適正かつ公平な清算 図るとともに、債務者について経済生活の再生の機会の確保を図ることを目的とし（破産法一条） 、破産法一〇〇条一項は、基準時である破産手続開始時の債務者 総資産と総負債を破産管財人により清算し、債務者の財産等 適正かつ公平な清算を図る いう上記破産制度の目的を実現するため、破産債権者による個別的権利行使を抑止し、 財団からの配当に権利の実現を委ねるべく、破産手続外での権利行使を禁止した規定であると解される。　
そうすると、破産債権の行使については、法律に特別な定めがある場合を除き、当該債権の満足を求めるすべて
の法律上及び事実上の行為は破 手続によらずにすることはできないのであり、債務名義に基づく強制執行や保全執行 みならず、給付訴訟や積極的確認訴訟も破産債権の行使として許されない べきである。（Ｅ）租税債権を民事再生開始後に代位弁済しても、民事再生法一一九条 共益債 とはならない。〈②事件〉　
民事再生法一一九条が、共益債権 される請求権を一号から七号まで列挙し、その六号で「不当利得により再生
手続開始後に再生債務者に対して生じ 請求権」を掲げてい 趣旨は、それが再生手続開始後に生じた 再生債務
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者のために支出すべきやむを得ない費用の請求権であって（同条七号参照） 、再生債権者全体の利益に資するものであることから、衡平の観点から共益債権として扱うことにしたものである。以上のような同条六号の趣旨に照らせば、不当利得返還請求権として構成する余地のあるものでも、不当利得の損失者と再生債権者全体との衡平を害するものは、同号に当たらないものと解すべきである。　
控訴人による関税等の支払を民事再生法一一九条六号の不当利得返還請求権に該当することになれば、 控訴人は、
事後求償権について再生債権者にすぎないのに、事後求償権と同一の事実関係から生ずる不当利得返還請求 については共益債 として再生手続によらないで随時弁済を受けるこ ができることになる。しかし、これは、再生債権にすぎない事後求償権に必要以上の効力を与える結果となり、控訴人と再生債権者全体と 衡平を害するものである。　
以上のうち、Ａ～Ｃの根拠は実体法的根拠と捉えられる。他方、Ｄ及びＥ 根拠は手続法的根拠と捉えられる。
⑶
　
終わりに
　
以上見てきたように、一般には、労働債権のように優先弁済権をもつ債権を代位弁済した者は、倒産手続が開始
した場合であっても、優先弁済権の承継を主張することができる。しか 、租税債権の優先弁済的効力は 債権そのものに優先弁済的効力を認めたものではなく、債 を行使する主体である国あるいは公共団体に対して、その財政確保のために認めたものと考えられる。　
もちろん、租税債権を承継した者に優先弁済権を承継させることは、立法的には可能であると考えられるが、少
なくとも現行法はその立場をとっていないと判断される。　
したがって、租税債権に関しての上記結論 ついては、最高裁判所 直接の判断はないものの、実務上確立した
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結論、取扱いではないかと考えてよいと思われる。
［代位弁済前］
［代位弁済後］
保証債務
履行請求権
（優先権なし）
事前求償権
保証人（Ｃ）主債務者（Ｂ）
債権者（Ａ）
主債権
（優先権あり）
代位弁済
（優先権あり？）
事後求償権
保証人（Ｃ）主債務者（Ｂ）
債権者（Ａ）
主債権
（優先権あり）
（破産手続あるいは
民事再生手続開始）
代位
行使
（？
）
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